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口頭発表 

【分科会１】 

 

 

1 ジェンダーニュートラルトイレの導入を通じた生活の質の向上－海外での事例を通して－ 

 

同志社 A班 

 

本研究は、ジェンダーニュートラルトイレの導入が生活の質（QOL）の向上に与える影響を検討したものであ

る。従来、議論は性的マイノリティの安全確保に焦点が当てられてきたが、本研究ではマジョリティにとっての

利便性・快適性にも注目した。ニュージーランドの大学関係者へのインタビューおよび文献調査の結果、ジェン

ダーニュートラルトイレは心理的安心感を高め、待ち時間や建設コストの削減にも寄与することが確認された。

特に、個室型構造によるプライバシー確保と、性別を問わず利用可能な設計が、すべての利用者に安全性と効率

性をもたらす。今後はショッピングモールへの導入を通じ、認知度向上と利用環境の整備を段階的に進めること

で、誰もが安心して利用できる公共空間の実現を目指す。多様な人々が訪れるモールでの導入は、社会全体への

理解促進や利用意識の変化を生み出す契機となると期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

2 法教育促進のための効果的な学習支援方法の検討－高等学校教育を起点として－ 

 

京都府立大学公共政策学部2回生佐藤ゼミ 

 

様々な技術が発達し多様化、複雑化する現代社会において、市民が法的問題に直面する場面が増加している。

そのため、法知識や法感覚等を早い段階から習得することが重要といえる。しかし、学校現場では、法教育のた

めに時間を割くゆとりがないうえ、身近な法知識の獲得が難しい状況にある。そこで、高校生が親しみやすく、

効率的な学習ができるデジタルクイズゲーム形式の法教育教材の有効性を検討した。まず高校生の法知識の習得

度合いをクイズ形式の事前アンケートで調査した。この結果をもとに、ゲーム・クイズの作成を行った。京都弁

護士会へのヒアリング調査も含む調査結果をもとに、クイズゲームおよび復習クイズを作成した。完成したゲー

ムを実際に高校生に体験してもらったうえで、復習クイズ及びゲームに関するアンケートへの回答を依頼し、効

果的な学習支援ツールかどうか検証し、今後の法教育の有効な学習支援ツールとして提案する。 
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3 子育て世代に寄り添うために－ベビーカーレンタルの観点から－ 

 

幼児熱中症対策本部委員会 

 

われわれは、子育て世代が不自由なく移動が出来るように、「ベビーカーレンタル」サービスに注目した。公

共交通機関の利用において、ベビーカーが利用しにくいのではないかというリサーチクエスチョンの元に、京都

市営地下鉄蹴上駅、JR梅小路西駅などにフィールド調査を行った。既存のベビーカーレンタルサービス「ベビ

カル」を参考に、子育て世代の視点に立って、子育て世代に寄り添い利用しやすいベビーカーレンタルサービス

を提案する。このサービスによって、ベビーカー購入の費用も削減できだけではなく、これまでのレンタルベビ

ーカーサービスでは想定されていなかった「少しの移動」にもベビーカーを積極的に活用できる。われわれが提

案するサービスは、多様な家族のニーズに合わせた自由な移動をサポートするものである。 

 

 

 

 

 

 

4 貧困・孤食状態にある子どもたちを対象とした子ども食堂の在り方－宇治市の就労移行支援事業所を事例とした企画設計－ 

 

深尾ゼミ15期生 福カフェプロジェクト 

 

 本研究は、京都府宇治市を事例に、子ども食堂の現状と課題を調査し、支援が必要な貧困・孤食状態の子ども

に適切に届いていない実態を明らかにすることを目的とする。 

 南山城学園や宇治市役所へのヒアリング、参与観察等の調査手法を通じて、運営目的の変容や広報手法の不足、

開催日時の工夫点、子ども食堂利用者の偏りなどの問題点を整理した。 

 これらを踏まえ、就労移行支援事業所「カフェさぴゅいえ」による運営モデルを提案する。具体的には、行政

と連携して対象者へ個別周知を行う仕組み、月末開催と他食堂との開催調整、提供形態の設計、カフェ収益の一

部を運営資金とする持続可能性確保などを提示し、障害者の社会参加促進や地域共生の観点からの有効性を論じ

る。今後は行政や他の子ども食堂とのネットワーク化、持続可能な運営モデルの設計について「カフェさぴゅい

え」での実践をもとさらに研究を進めていく。 

 

 

 

 

 

 

5 若者が筋トレを始め易くするには京都市はどのような政策を実施すべきか 

 

吉澤ゼミグループＡ 

 

本研究は、京都市街地在住の 20歳前後の若者が筋力トレーニングを始めやすくするために、京都市がどのよ

うな政策を行うべきかを検討したものである。樋口自身の筋トレ経験から、民間ジムは費用面・心理的ハードル

が高く、初心者には入りづらいことが明らかとなった。一方で、地域体育館は安価かつ初心者が多く、気軽に利

用できる環境であることから、筋トレの「入口」として有効であると考えた。京都市には 17箇所の地域体育館

が存在するが、トレーニングルームを備えるのは 6箇所にとどまっている。右京地域体育館へのヒアリング調査

の結果、既存スペースを活用すれば大規模な費用や人員増を伴わずに新設が可能であることが判明した。以上よ

り、若者の筋トレ促進には、既存の地域体育館へのトレーニングルームの段階的な追加整備が最も現実的かつ効

果的な政策であると結論づけた。 
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6 京都府版デュアルスクールの導入に向けて－子どもの学びで地域活性化に－ 

 

ちいかわチーム 

 

 京都府の少子化と地域活力の低下を背景に、都市部の児童が一定期間地方の学校に通う「デュアルスクール」

の導入可能性を検討した。 

 徳島県の先行事例と他の自治体の調査から、デュアルスクールは子どもの価値観醸成や地域の活性化に寄与し、

利用者の満足度も高いことがわかった。成功要因は、徳島県のように都道府県が広域的な調整役を担い、一部業

務を外部に委託することで、手続きの簡素化や滞在先の確保などの課題に対応できる点である。 

 この結果に基づき、京都府が主体となって制度設計と広域調整を行い、外部専門組織と協働で運営する「京都

府版デュアルスクール」を提言する。既存の「区域外就学制度」や「お試し移住住宅」の活用も提案し、子ども

の学びの多様化や京都府に子どもが来ることにつながり、地域に活気をもたらすことを目指す。 

 

 

 

 

 

 

7 公共ライドシェアMMの実践を通じた共創型スキームの提案－丹波篠山市大芋地区での事例から－ 

 

大谷大学野村実ゼミ大芋 MMチーム 

 

本研究は、公共ライドシェアの利用促進を目的に、兵庫県丹波篠山市大芋地区で「公共ライドシェアMM」を実

践し、共創型スキームの導出を試みたものである。にこにこ号の利用者・ドライバーへのヒアリング調査と乗車

体験会から、運転免許を持たない一部の人だけが使うという誤ったイメージや、ちょい乗り利用の少なさが課題

として明らかになった。そこで既存利用者向けのちょい乗り体験会、新たな利用者創出に向けた乗車体験会を実

施し、住民の意識変容と地域組織の主体的な取り組みが促進された。 

 これらの実践から、継続的な MMの実施のために外部アクター・行政・地域（地域組織および住民等）が協働し、

伴走支援を行いながら地域の自走を目指す共創型スキームを提案する。本スキームは規模の小さな自治体や集落

単位でも実施可能であり、公共ライドシェアの利用促進課題に取り組もうとする行政や地域組織等への具体的な

ヒントとなることが考えられる。 

 

  

 

 

 

 

8 地方議会における女性議員割合の増加に向けて－市町村パネルデータ分析に基づく提案－ 

 

伏見ウォーデンズ 

 

 本研究は、日本における地方議会の女性議員比率の低さに着目した。女性議員比率の増加には女性立候補者数

の増加が不可欠であるが、当選しなければ女性議員比率の増加にはつながらない。そこで、本研究では女性立候

補率が女性当選率に与える影響を検証する。分析では近畿地方 7府県の2期間（2013-2016，2017-2020)におけ

る市町村議会パネルデータを用いた。固定効果モデルによる推定の結果、女性立候補率の係数が 0.896で統計的

に有意となり、女性の立候補者が多いほど女性当選率が高まることが明らかになった。政策提言としては、兵庫

県小野市の「おのウィメンズ・チャレンジ塾」の事例を参考に、女性候補者を育成する講座の設立を提案する。

講座では政策立案や広報、模擬選挙などを通じて実践的なスキルを養い、地域女性活躍推進交付金を財源とし、

政治分野におけるジェンダー平等の実現と地域社会の多様性向上を目指す。 
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口頭発表 

【分科会２】 

 

 
1 出生率低下の要因分析と結婚支援策への示唆－初婚年齢に着目した実証分析－ 

 

べビラボ  

 

 わが国における少子高齢化は依然として加速傾向にあり、深刻な社会問題となっている。2023年の日本の合

計特殊出生率は1.20であり、「超少子化」とされる 1.5未満の枠組みに日本は当てはまる。先行研究では、所

得水準や未婚化・晩婚化が出生率低下の要因とされるが、初婚年齢の影響を数量的に検証した研究は少ない。 

 本研究では、都道府県パネルデータを用い、固定効果モデルで初婚年齢の上昇が出生率に与える影響を分析し

た。その結果、晩婚化が出生率低下に統計的に有意な影響を及ぼすことが明らかになった。 

 そこで、初婚年齢の引き下げを目的に自治体による結婚式場での婚活イベントと SNSを活用した広報を提案す

る。 

 結婚式場の活用は女性の参加促進や結婚意識の向上につながり、SNSによる情報発言は若者の認知度向上に効

果的である。これらの政策は、初婚年齢の引き下げによる出生率改善の糸口となることが期待される。 

 

 

 

 

 

2 京都人口減少 

 

人口減少グループ 

 

 本研究では、京都府の人口減少の背景に 20代の府外転出があり、その主因が「就職」であることを確認し

た。アンケートから、学生が府内企業の情報を十分に得られず、情報不足が府外就職の一因となっていることが

明らかとなった。既存の支援機関（京都ジョブパーク・わかせん）も支援内容は充実しているが、情報の分かり

にくさやアクセスの難しさが課題である。そこで、学生が府内企業を視覚的に理解できるよう、企業情報マップ

を作成した。その結果、詳細版提示後の「興味あり」回答が 52.4％から100％へ上昇し、興味喚起効果が確認さ

れた。一方で、就職意向の向上には企業文化やキャリアパスなど追加情報の充実が求められる。本研究は、地域

定着促進における「情報の伝え方」の重要性を示した点に意義がある。 

 

 

3 「働く・暮らすまち京都」へ 

 

Jelly fish 

 

本研究は、「大学のまち・学生のまち京都」として知られる京都府において、学生が卒業後に府外へ流出する

要因を明らかにし、府内定着を促進する政策を検討したものである。京都府内に通う大学生を対象にアンケート

調査を実施し、京都府に所在のある大学に通う大学生の現状と課題が明らかになった。また、京都府は「大学の

まち京都・学生のまち京都推進計画 2019-2023」を通じて府内就職促進を図っているが、学生参加者が少なく、

認知度の低さが課題となっている。そこで本研究では、公共交通機関を活用した広告による認知度向上と、大学

を会場とした対面イベントの開催、各企業の PRポイントや求める人物像を反映したフローチャート診断の作成

を提案する。これにより、学生が京都で働き、暮らし続けたいと感じる環境づくりを目指すものである。 
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4 夫婦の間、そこに愛はあるんか－心理的虐待と夫婦間の認識のずれについて－ 

 

京都先端科学大学 経済経営学部 阿部ゼミ B班 

 

近年、児童虐待相談対応件数が増加する中、特に心理的虐待が平成 24 年から令和 5 年にかけて約 6 倍に急増

している。この増加の主な要因は、子どもの面前での夫婦喧嘩や暴力（面前DV）であり、心理的虐待の約6割を

占める。  

 本研究では、心理的虐待の背景要因として母親のストレスや孤立に着目し、父親の育児参加と母親の育児不

安の関係を調査した。父親の育児参加に対する意欲は高まっていたが、実際に家事育児時間については、男女間

の差は存在しており実質的な分担の平等化にはなお課題が多い。また、子育て中の夫婦 114名への調査から、父

親の多くが「家事を分担している」と認識している一方、母親の約 90%が「母親の負担が多い」と回答し、夫婦

間の認識のずれが明らかになった。  

 この課題解決のため、夫婦で話し合える子育てイベントの開催と、育児タスクを可視化し認識のずれを解消

する共有アプリの導入を提案する。 

 

 

 

 

 

 

5 伝統祭礼の存続が移住定住に与える影響について－地域の交流を生み出す伝統祭礼に着目して－ 

 

岩松ゼミ かきたま汁チーム 

 

近年、農山村では少子高齢化と人口減少により、伝統祭礼の担い手不足が深刻化している。従来の移住定住政

策は経済的支援など目に見える要因に偏っていたが、地域定着には人間関係や受け入れ姿勢といった要素も重要

である。本研究は、京都府京丹波町竹野地区の葛城神社曳山巡行を事例に、伝統祭礼の柔軟な運営（「継承」か

ら「つなぐ」への転換）が地域包摂に与える影響を分析した。担い手不足に対応し、外孫など地域外の参加を認

めたことで祭りの継続が可能となり、住民や移住者の交流が活発化した。調査の結果、祭りは信頼関係を深め、

地域の温かい雰囲気を醸成しており、それが移住定住の心理的障壁を下げる要因となっていると分かった。今後

は、各地域の保存委員会が外部参加を促し、祭りを観光ではなく地域と外部を「つなぐ場」として活用する政策

が求められる。 

 

 

 

 

 

6 市民参加制度の役割分析と地域共創モデルの構築 

 

龍谷大学政策学部深尾ゼミナール 15期生 

 

本研究は、地域社会の持続的発展に不可欠な市民参加制度の現状と課題を明らかにし、地域共創の視点からそ

の再構築の方策を提案するものである。京都府内の市町村を対象とした調査では、特に小規模自治体において市

民参加制度が形骸化しており、市民の声が行政に反映されにくい実態が確認された。その背景には、市民・行政

双方の消極的姿勢や制度運用上の限界がある。そこで、地域共創支援団体の役割に注目し、島根県海士町の「島

前ふるさと魅力化財団」を事例として取り上げた。同財団は、教育を基軸とした地域資源の活用や、都市部との

人材交流を通じて地域活力の創出に成功しており、地域における合意形成の媒介者として機能している。こうし

た共創支援組織が、市民と行政をつなぐ新たな公共の担い手となることで、持続可能な地域づくりの中核を担う

可能性が示された。 
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7 届け！少子化対策特化型情報提供－若者へのアプローチとは－ 

 

川口ゼミ ウェルビーイング応援隊 

 

 日本では、政府がこれまで長きにわたって莫大な財源を投じあらゆる対策を講じてきたにもかかわらず、合計

特殊出生率の低下に歯止めがかかっていない。その点に疑問を持ち、本稿では原因と解決策追求を研究の目的と

している。そして研究結果から明らかにされたことは、出会い・結婚・出産・育児に関する行政の支援制度にお

ける若者の認知度不足である。では未婚者が出産や育児の制度にまで目を向ける必要性は何なのであろう。それ

は制度の情報を若者自身が認知しておくことで、より明確で最善なライフプランを立てやすくするためである。

したがって、行政による質の高い情報発信を叶えるための政策提言として、若者に向けた行政情報アプリ作成、

京都市子育て応援パンフレットを活用した取り組みを提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

8 循環型社会の実現に向けた地域交流の可能性－ビニール傘シェアリングによる環境意識と助け合い意識の向上－ 

 

Cyc_Link（サイクリンク） 

 

本研究は、循環型社会の実現を目指し、忘れられたビニール傘を再利用する「傘シェアリング活動」を通じて

地域交流と環境意識の向上を図った実践的取り組みである。活動で行った調査により、忘れ傘の多くが廃棄され

ている現状を踏まえ、地域内の飲食店や大学などと連携して、回収・再利用・貸出を行う「まちのひとカサ」プ

ロジェクトを実施した。また、子どもたちと協働したアップサイクルワークショップ「わすれカサおえかきレス

キュー隊」を開催し、環境教育や防犯意識の向上にも寄与した。活動を通じ、地域住民間の助け合いの意識が醸

成され、環境問題を身近に感じる機会が創出された。今後は、地域全体を巻き込みながら、傘の再利用を起点と

した持続可能なまちづくりと環境意識の定着を目指す。 
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口頭発表 

【分科会３】 

 

 
1 嵐山まゆまろエコバッグキャンペーン 

 

京都産業大学法学部焦ゼミ C 班 

 

過去最高の観光客が訪れる京都・嵐山では、ごみ箱不足から「ごみ箱難民」となった観光客によるポイ捨てが

深刻化している。本提案は、ごみ箱増設ではなく、観光客の「お土産を持ち帰りたい」という強い心理を利用し、

行動変容を促す政策である。ごみ箱マップの QR コードを付けたデザイン性の高い「嵐山おもいやりエコバッグ」

を無料配布し、お土産として持ち帰ってもらうことでごみのポイ捨てを抑制する。3 ヶ月の試験導入で効果をデ

ータで検証し、将来は他地域へ展開可能な「京都モデル」の確立を目指す。これは嵐山の景観と未来の観光価値

を守るための戦略的投資である。 

 

 

 

 

 

2 手ぶら観光がもたらす新しい観光のかたち－混雑緩和と地域住民との共生に向けた取り組み－ 

 

ひろしゼミ 

  

本研究は京都市が推進する「手ぶら観光」を題材に、観光客と地域住民の共生および混雑緩和を目的とした新

たな観光モデルを提案するものである。京都では観光客の増加によりオーバーツーリズムが再燃し、公共交通機

関の混雑や地域住民への影響が問題である。そこで本研究では、荷物預かりと観光用品のレンタルを組み合わせ

た「手ぶら観光セット」を提案する。このサービスは観光地や駅、コンビニに設置された無人のレンタルステー

ションで荷物を預け、日傘やカメラなどをレンタルでき、観光後に別のステーションで返却・荷物受取が可能な

仕組みである。AIを活用した荷物追跡により紛失や遅延の不安を軽減し、利用者の利便性と安心感を高めるこ

とが期待される。さらに、大型荷物の持ち歩きを減らすことで交通機関の混雑を緩和し、地域住民の生活環境の

改善につながると考える。今後は京都での実現可能性や具体的な運用体制について検証を進める必要がある。 

 

 

 

 

 

3 美しい京都を守る－心理学的アプローチによるポイ捨て防止策の可能性－ 

 

ポイ捨て班 

 

 本研究は、観光地・京都におけるポイ捨て問題を心理学的観点から分析し、行動変容を促す新たな対策を提案

するものである。京都市では景観保全のためごみ箱設置が制限され、観光客の不満や景観悪化が課題となってい

る。従来の対策であるスマートごみ箱や条例は一定の効果を示す一方で、高コストや実効性の低さが問題であっ

た。そこで本研究は、人の「見られている感覚」や「模倣行動」などの心理的要因に注目し、目の画像による監

視意識の喚起、美化空間の維持、景観対比による意識啓発、ごみ箱配置の最適化などを提案した。これらは人々

の内面に働きかけることで、持続的なポイ捨て抑止と美しい京都の保全に寄与する可能性を示した。 
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4 京都市内中心部における交通渋滞の解消 

－シナリオ分析に基づいたロードプライシングとパークアンドライドの効果測定を通して－ 

 

同志社大学 安達研究室A 

 

 京都市中心部の交通渋滞解消を目的に、本研究ではロードプライシング（RP）とパークアンドライド（P&R）

の導入可能性を検討した。現状、京都市は碁盤状の道路網や信号の多さにより混雑度が高く、特に東西の国道 9

号や南北の西大路通で渋滞が顕著である。先行事例としてロンドンやニューヨークの RP 導入で交通量削減や公

共交通利用増が見られ、和歌山での P&R実験では利便性向上の効果が確認された。提案モデルでは嵐山エリアへ

の車両流入抑制を目的に、土日の昼間ピーク時（10：00～15：00）限定で500円～3500円のRPの導入を検討し、

久御山・浜大津・桂川・太秦の4か所にP&R駐車場を設置する。また、P&R利用者向けに割安1DAYパスや観光体

験セットの配布も提案する。シナリオ分析で 3000 円の課金が適正であり、交通量減少と公共交通利便性向上が

期待され、環境負荷低減と交通渋滞緩和に寄与することが示された。 

 

 

 

 

 

 

5 伏見稲荷大社周辺における観光と市民生活の調和－混雑対策と観光マナー対策を通じた市民協働の観光まちづくり－ 

 

龍谷大学政策学部高畑ゼミ 

 

 近年、伏見稲荷大社周辺では外国人観光客の急増によるオーバーツーリズムによって、混雑やマナー問題が深

刻化している。本研究は、観光と市民生活の調和に資する対策を検討することを目的とし、当該地域周辺の住民

及び外国人観光客を対象としたアンケート調査と、JR祓川踏切における交通調査を実施した。調査の結果、住

民はごみ問題や交通混雑に強い懸念を抱いている一方、外国人観光客の多くはマナー遵守意識を有しているにも

かかわらず、その学習機会や情報提供が不十分である現状が明らかとなった。また祓川踏切は通行者の集中によ

り歩行者滞留が発生し、安全性の観点から対策の必要性が確認された。以上の分析より、地域における課題の要

因は、外国人観光客個人の意識だけでなく、受け入れ環境整備の不足にあると考えられる。したがって、地域住

民と関係組織が主体的に観光まちづくりに参画し、ピクトグラムの活用や交通環境整備の推進が重要である。 
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6 公共ライドシェアの運営における官民支援のスキーム構築の提案－京丹後市「ささえ合い交通」の事例から－ 

 

大谷大学野村実ゼミライドシェアチーム 
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7 観光による恩恵の均一化を目的とした分配税の提案－京都・東京・ヴェネツィアの事例分析から－ 

 

龍谷大学政策学部石原ゼミナール 9期生交通プロジェクト 
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8 「歩いて楽しむ京都」政策による市バス混雑緩和の提案－観光と生活が共存できるまちを目指して－ 

 

八つ橋 
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